実績簡易型

令和８年度　農業水路等長寿命化・防災減災事業　宮竹用水地区
水門等製作据付工事（余裕期間対象工事）
の総合評価方式に係る技術資料作成要領
１．対象工事
（１）工 事 名　　令和８年度　農業水路等長寿命化・防災減災事業　宮竹用水地区
水門等製作据付工事（余裕期間対象工事）
（２）工事場所　　能美市長滝町ほか１市１２　地内
（３）完成期日　　令和９年３月２６日
（４）工事概要　　水門等製作据付工　一式
２．技術資料の内容
　作成する技術資料の内容は、次表のとおりとし、開札後、落札候補者である旨の通知を受けた者は、記載内容を証明する書類として、次の①～⑤の書類を提出すること。
①　次表（１）のＩＳＯ登録証、いしかわ事業者版環境ＩＳＯ登録証、エコアクション２１認証・登録証（ＩＳＯ等の内容及び有効期間が確認できる部分）の写し。
②　県内企業は、次表（１）の営業所の確認のため、技術資料提出期限日までに継続して３年間以上所在することが判断できる建設業許可申請書（様式第１号及び別紙二）（写）または変更届出書（様式第２２号の２及び別紙二）（写）を提出すること。
③　次表（１）の農林業への貢献実績の証明は、下記による。
・農作物栽培においては、農地の位置図、農作物出荷伝票、農地の売買・貸借許可書等の写し
・中山間地域等直接支払交付金に係るものは、協定書の写し、構成員名簿の写し。
・多面的機能支払交付金に係るものは、協定書の写し、構成員名簿の写し。
・企業の森づくり活動に係るものは、協定締結の写し、活動報告。
・いしかわ農村ボランティアまたはトキめきボランティアに係るものは、農村役立ち隊として活動した証明書の写し。
④　次表（２）の配置予定技術者に係る資格者証等の写し。なお、監理技術者資格者証については、裏面の写しも提出すること。
⑤　次表（２）のＣＰＤ（継続学習）の取組状況の確認のため、入札公告日の前年度（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）における建設系ＣＰＤ協議会加盟団体が発行する学習履歴証明書の写しを提出する。
なお、①から④の書類の基準日は技術資料提出期限日とする。
（技術資料の内容）
	記載事項
	内容に関する留意事項

	（１）企業の技術力等
	項目は次のとおりとする。
なお、｢県内企業｣は主たる営業所が県内にある企業を、また、｢県外企業｣は主たる営業所が県外にある企業とする。ただし、県外企業のうち県内に当該業種に係る自社の製造工場を有するものは｢県内企業｣とみなす。この場合は、当該工場の概要を示す資料（パンフ等）を提出すること。
1 記入要領
・工事成績平均点：石川県土木部、農林水産部において工事成績評定要領に基づき評定を行った工事のうち過去３年間（令和５年１月～令和７年１２月に完成検査を受けた工事）における当該業種の全工事の平均点を記入する。ただし、県外企業で石川県の工事成績評定点を有しない場合は、上記の石川県を北陸地方整備局（港湾・空港関係を除く）または北陸農政局と読み替えることができるものとし、令和５年１月１日から令和７年１２月３１日に工事完成検査を受けたものを評価の対象とする。
・表彰：石川県発注工事において過去２年間(令和６年度～令和７年度)に優良工事表彰を受けている場合は表彰名、工事名、業種、表彰者及び表彰年月日を記載する。なお、同一年度、同一部門の土木部または農林水産部の知事表彰、部長表彰、所長（課長）表彰を重複して受賞している場合は、最上位の１件のみ評価する。（JV含む）
・ＩＳＯ９００１、１４００１、いしかわ事業者版環境ＩＳＯ、エコアクション２１を取得している場合は、その有無を記載する。なお、県外企業の場合は、石川県を管轄する営業所が取得しているものを記載する。
・主たる営業所の所在地：主たる営業所の所在地を記入する。
・農林業への貢献：前年度における農林業への貢献実績の有無を記載する。
農林業への貢献とは、次のいずれかに該当するものとする。
(ア)農業委員会に貸借権利設定の許可または、利用権設定のための農業委員会の決定公告を得て、農地等での農作物栽培を行っていること。
(イ)中山間地等直接支払交付金に係る集落協定の構成員となり、活動を行っていること。
(ウ)多面的機能支払交付金に係る活動組織の構成員となり、活動を行っていること。
(エ)地域と連携して森づくりを行っていること。なお、地域と連携は、県市町又は地元町会等と建設業者による協定締結を指すものとする。
(オ)「農村役立ち隊」の隊員であり、いしかわ農村ボランティアまたはトキめきボランティアの活動を行っていること。
・当該業種に係る県内の自社の製造工場の所在地
②記載様式は（様式－２）、（様式―２－１）とする。

	（２）配置予定技術者の技術力
	①主任（監理）技術者は、本工事の配置予定技術者の氏名等を記載する。なお、技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、資格等の要件を満たす複数の候補者を記入することができる。その場合、審査及び評価については、各候補者のうち資格等の評価が最も低い者で行う。
②主任(監理)技術者の保有資格は、建設業法第１５条第２号イまたはハに該当する当該工種(鋼構造物工事)の資格(一級国家資格もしくは同等以上の資格)とする。また、監理技術者にあっては、当該工事種別の監理技術者資格者証および監理技術者講習修了証を有する者であること。
　また、配置予定技術者を工場製作期間と現場施工期間において同一としない場合は、評価項目毎に評価が最も低い者で評価する。
③記入要領
・配置予定技術者：従事役職・氏名を記入する。
・資格：保有資格を記入する。（複数ある場合、複数記入）

・ＣＰＤ（継続学習）の取組状況は、前年度の合計取得単位が、各団体の１年間あたりの推奨単位以上又は推奨単位の１／２以上の取得の有無を記入する。有の場合は、団体名を記入する。
④記載様式は（様式－３）とする。


３．技術資料の提出
（１）技術資料（様式２～３）は電子入札システムを用いて提出することとする。但し、容量の合計が３MBを超える場合は、郵送にて提出すること。技術資料の証明書類については、落札候補者である旨の通知を受けた者のみ、指定日までに提出することとする。なお、電送（ファクシミリ）によるものは受け付けない。
（２）提出書類は表紙を１頁とした通し番号を付すとともに全頁数を表示すること。（頁の例：１／○○～○○／○○）また提出部数は１部とする。
（３）技術資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。
４．総合評価に関する事項
（１）総合評価の方法
１）競争参加者には最低限の技術力を有する者として基礎点１００点を与え、さらに技術資料の内容及び施工体制の評価に応じ、加算点を与える。
２）総合評価は、基礎点と（２）「入札の評価に関する基準」によって得られる加算点の合計を当該入札参加者の入札価格で除して得た数値（以下「評価値」という。）をもって行う。
３）経常ＪＶの評価については、別に定める「経常建設共同企業体の取扱いについて」のとおり取扱うものとする。
（２）入札の評価に関する基準
各評価項目について次の評価基準に基づき加点する。
ただし、競売入札妨害罪、談合罪または独占禁止法違反に関する指名停止措置を受けた者のうち、技術資料提出期限の翌日時点で指名停止の終期の翌日から起算して６ヶ月を経過していない場合は２点減じる。
	評価の視点
	評価項目
	評価内容
	評価基準
	評点

	企業の技術力
	工事成績
	石川県農林水産部、土木部において工事成績評定要領に基づき評定を行った工事のうち過去３年間（令和５年１月～令和７年１２月に完成検査を受けた工事）における当該業種の全工事の平均点（注１）
	８０点以上
	4

	
	
	
	７８点以上８０点未満
	3

	
	
	
	７５点以上７８点未満
	2

	
	
	
	７０点以上７５点未満
	1

	
	
	
	６５点以上７０点未満
	0.5

	
	
	
	実績なし
	0

	
	
	
	６５点未満
	-2

	
	優良工事
	石川県発注工事の過去２年間（令和６～令和７年度）の優良工事表彰の有無（当該業種に限る。）
	知事表彰１回以上または部長表彰２回以上
	1

	
	
	
	部長表彰１回かつ所長表彰(（水産課、土木部主務課の課長表彰含む）)１回以上
	0.75

	
	
	
	部長表彰１回以上または所長表彰（水産課及び土木部主務課の課長表彰含む）２回以上
	0.5

	
	
	
	所長表彰１回（水産課及び土木部主務課の課長表彰含む）
	0.25

	
	
	
	実績無し
	0

	
	ＩＳＯ認証等
	ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１、いしかわ事業者版環境ＩＳＯ、エコアクション２１の取り組み状況（注２）
	ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１の両方を取得
	１

	
	
	
	ＩＳＯ９００１に加え、いしかわ事業者版環境ＩＳＯ、エコアクション２１のいずれかを取得
	0.75

	
	
	
	ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１のいずれかを取得
	0.5

	
	
	
	いしかわ事業者版環境ＩＳＯ、エコアクション２１のいずれかを取得
	0.25

	
	
	
	上記以外
	0

	配置予定技術者の技術力
	保有資格
	主任(監理)技術者の保有する資格
	建設業法第１５条第２号イまたはハに規定する当該業種の資格(一級国家資格または同等以上の資格)を有する
	0.5

	
	
	
	上記以外
	0

	
	ＣＰＤ（継続学習）
	前年度のＣＰＤ（継続学習）の取組状況
	各団体の推奨単位以上の取得
	0.5

	
	
	
	各団体の推奨単位の1/2以上 推奨単位未満の取得
	0.25

	
	
	
	上記以外
	0

	地域貢献度
	地域精通度
（建設業法に基づく主たる営業所等の所在地）
	石川県内に主たる営業所が有る
	3

	
	
	上記以外
	0

	
	農林業への貢献
	農林への貢献実績有り
	1

	
	
	上記以外
	0

	施工体制
	品質確保の実効性
施工体制確保の確実性
	・工事の品質確保のための適切な施工体制が十分確保され、設計図書等に記載された要求要件を確実に実現できると認められる場合
・工事の品質確保のための施工体制のほか、必要な人員及び材料が確保されていることなどにより、適切な施工体制が十分確保され、設計図書等に記載された要求要件を確実に実現できると認められる場合
	30

	
	
	上記以外
	0

	加算点の合計
	41.0


(注１) 県外企業で石川県発注工事の受注実績がない場合は、北陸地方整備局発注工事(空港、港湾を除く)及び北陸農政局の当該業種の過去３年間(令和５年１月～令和７年１２月)の平均点
(注２) 県外企業の場合、石川県を管轄する営業所における取得の有無で評価する。
（３）落札者の決定方法
１）入札参加者は、価格及び技術資料をもって入札し、次の（ア）､（イ）の要件に該当する者のうち（１）「総合評価の方法」によって得られた評価値の最も高い者を落札者とする。
（ア）入札価格が予定価格以下であり、かつ、失格基準価格以上であること。
（イ）評価値が、基礎点（１００点）を予定価格で除した数値を下回らないこと。
２）１）において、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、くじ引きにより落札候補者を決定する。
５．入札に関する注意事項
当該工事は総合評価方式の試行工事であるため、土木部競争入札心得のうち、落札者決定に関する規定については適用しない。
６．条件変更に伴う総合評価結果の取扱
契約締結後、条件変更等不可抗力な状況が発生し、入札時の総合評価内容に変更が生じた場合でも、総合評価の結果は有効なものとして取り扱う。また、当初契約は契約変更の対象とし、作成された特記仕様書等の見直しを行うものとする。
７．苦情申立て
（１）非落札者となったものは、当該工事の落札者決定の日の翌日から起算して７日（休日を含まない。）以内に石川県南加賀農林総合事務所長に対して理由の説明を書面により求めることができる。
（２）上記（１）の受付時間及び書面の受付窓口、受付時間は次のとおりである。
・受付時間：土曜日、日曜日及び休日を除く毎日、９時００分から１７時００分まで
・書面による受付窓口：石川県南加賀農林総合事務所　管理部総務課
　　　　　　　　　　〒９２３－０８０１　　住所　小松市園町ハ１０８－１
　　　　　　　　　　TEL０７６１－２３－１７０７（直通）
（３）石川県南加賀農林総合事務所長は非落札理由について説明を求められたときは、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して７日（休日を含まない。）以内に書面により回答する。
８．その他の留意事項
（１）提出された技術資料は、技術審査及び評価以外に提出者に無断で使用することはない。
（２）提出された技術資料は、返却しない。
（３）本作成要領は技術資料作成以外の目的で使用してはならない。
（４）問い合わせ先は次のとおりとする。
・問い合わせ先　：　石川県南加賀農林総合事務所　管理部総務課
　　　　　　　　　　TEL０７６１－２３－１７０７（直通）
令和　　年　　月　　日
石川県南加賀農林総合事務所長　殿
申請者
住所             
会社名　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　 　　　
建設業許可番号         
総合評価方式に係る技術資料の提出について
　下記工事の入札に参加したいので、総合評価方式に係る技術提案及び下記の技術資料を提出いたします。なお、内容については事実と相違ないことを誓約します。
工事名
：令和８年度　農業水路等長寿命化・防災減災事業　宮竹用水地区
水門等製作据付工事（余裕期間対象工事）
工事場所：能美市長滝町ほか１市１２　地内
	項目
	評価項目
	添付資料
	配点
（技術提案型）
	配点
(簡易型(Ⅰ))
	配点
(簡易型(Ⅱ))
	配点
(実績簡易型)
	配点
(簡易型(Ⅲ))
	得点

	企業の
技術力
	同種工事の実績
	様式－２
	－
	(２)
	(２)
	(２)
	(２)
	

	
	工事成績
	様式－２
	－
	４
	４
	４
	４
	

	
	優良工事
	様式－２
	－
	１
	１
	１
	１
	

	
	ＩＳＯ認証等
	様式－２
	－
	１
	１
	１
	１
	

	配置予定
技術者の
技術力
	同種工事の実績
	様式－３
	－
	１
	(１)
	(１)
	(１)
	

	
	技術者の能力
	様式－３
	－
	－
	(０．５)
	０．５
	－
	

	
	ＣＰＤ(継続学習)
	様式－３
	－
	０．５
	０．５
	０．５
	０．５
	

	地域
貢献度
	災害活動
	様式－２
	－
	（２）
	（２）
	（２）
	（２）
	

	
	地域精通度
	様式－２
	－
	３
	３
	３
	３
	

	
	農林業への貢献
	様式－２
	－
	１
	１
	１
	１
	

	不正行為
	談合等に関する指名停止
	－
	－２
	－２
	－２
	－２
	－２
	


· 該当する評価項目の得点欄に、石川県の評価基準・配点に基づく貴社の想定される点を記入
· 本様式が未提出の場合は上記の全評価項目を０点とし、また、該当する得点欄が未記入の場合は当該項目を０点とする。（不正行為項目を除く）
· 技術資料を提出した以降の申請者からの修正は認めない
· 談合等に関する指名停止に該当するものは、競売入札妨害罪、談合罪または独占禁止法違反に関する指名停止措置を受けた者のうち、技術資料提出期限の翌日時点で指名停止の終期の翌日から起算して、６ヶ月を経過していない場合とする。
（様式－２）
（用紙Ａ４）
企業の技術力等(土地改良事業)
会社名：
工事名：令和８年度　農業水路等長寿命化・防災減災事業　宮竹用水地区
水門等製作据付工事（余裕期間対象工事）
	工事成績平均点
（３年平均点）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　点

	石川県発注工事で過去２年間(令和６年度～令和７年度)に受けた優良建設工事表彰
	有（表彰名、業種、工事名称（表彰者　年月日））・無

	ＩＳＯ認証等の有無
	ＩＳＯ９００１　　　　　　　　：　有・無
ＩＳＯ１４００１　　　　　　　：　有・無
いしかわ事業者版環境ＩＳＯ　　：　有・無
エコアクション２１　　　　　　：　有・無

	建設業法に基づく主たる営業所の所在地
	主たる営業所の所在地  ：○○市○○町○○

	農林業への貢献
	農林業への貢献実績　有・無

	当該業種に係る県内の自社の製造工場の所在地(県外企業のみ記載)
	当該工場の所在地：○○市○○町○○



[image: image1]
(注１)　落札候補者である旨の通知を受けた者は、ＩＳＯ認証等内容並びに有効期間が確認できる書類の写しを提出する。
(注２)　優良建設工事表彰において同一年度、同一部門の土木部または農林水産部の知事表彰、部長表彰、所長(課長)表彰を重複して受賞している場合は、最上位の１件のみ評価する。（JV含む）
(注３)　落札候補者である旨の通知を受けた者は、営業所の確認のため、継続して３年間以上所在することが判断できる建設業許可申請書（様式第1号及び別紙ニ）（写）または変更届出書（様式第22号の2及び別紙ニ）（写）を提出すること。
(注４)　落札候補者である旨の通知を受けた者は、農林業への貢献実績の証明する際、農作物栽培においては、農地の位置図、農作物出荷伝票、農地の売買・賃貸許可書等の写しまたは、利用権設定の申出書、公告証明の写しを提出する。
「中山間地等直接支払交付金」または「多面的機能支払交付金」に係るものは、協定書の写し、構成員名簿の写し及び活動報告(代表的な１活動の写し)も併せて提出する。
森づくり活動に係るものは、県市町又は地元町会等と企業による協定締結の写し及び当該企業の活動報告（代表的な１活動の写し）を併せて提出する。
いしかわ農村ボランティアまたはトキめきボランティアに係るものは、「農村役立ち隊」の隊員であり、活動を行っていることの証明書の写しを提出する。
(注５)　落札候補者である旨の通知を受けた者は、県内に当該業種に係る自社の製造工場を有する県外企業は、その工場の概要を示す資料(パンフ等)を提出する。
 (様式－２－１）
（用紙Ａ４）
企業の工事成績算出対象工事
対象業種　鋼構造物工事

企業体名：　　　　　　　　　　会 社 名：　　　　　　　　　
	発注年度
	工事名
	発注機関
	施工地内
	工期
  年 月 日～
年 月 日
	CORINS登録業種
	完成検査　年月日
	契約金額
（最終契約額）
	工事
成績

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　県の集計する工事成績表を基に評価するが、本様式は確認のために提出を求めるものである。
石川県農林水産部、土木部発注工事で、令和５年１月１日から令和７年１２月３１日に工事完成検査を受けたもので、当該発注業種を対象とする。
ただし、石川県の工事成績評定点を有しない場合は、上記の石川県を北陸地方整備局(港湾・空港関係を除く)または北陸農政局と読み替えることができるものとし、令和５年１月１日から令和７年１２月３１日に工事完成検査を受けたものを評価の対象とする。国の成績を対象とする場合にのみ工事成績評定の写し（発注年度、工事成績評定点と受注者名、工事名が判明するもの）を添付すること。
なお、発注機関より成績表の写しを求められた場合には、速やかに提出すること。
工事成績等に記入漏れや誤りがあった場合は、当該評価項目について加点されない場合があるので注意すること。
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（様式－３）
（用紙Ａ４）
配置予定技術者の技術力
　会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
工事名：令和８年度　農業水路等長寿命化・防災減災事業　宮竹用水地区
水門等製作据付工事（余裕期間対象工事）
	配置予定技術者の
従事役職・氏名
	○○技術者　　○○　○○

	保有資格
（法令による資格・免許）
	一級○○○○○ (取得年、登録番号)

監理技術者資格 (有効年、交付番号及び所属建設会社)

監理技術者講習 (終了年、修了証番号)

	ＣＰＤ(継続学習)の取得状況
	有（団体名：　　　　　　　　　　　）・無


(注１)　年齢は入札公告日における年齢を記載する。
(注２)  落札候補者である旨の通知を受けた者は、配置予定技術者に係る資格者証等の写しを提出すること。
(注３)　落札候補者である旨の通知を受けた者は、監理技術者については、監理技術者資格者証（裏表とも）、監理技術者講習修了証または指定講習受講修了証の写しを提出すること。

(注４)　配置予定技術者を特定できず、複数の技術者を候補とする場合は、各々の候補者について本表を作成する。
(注５)　落札候補者である旨の通知を受けた者は、建設系ＣＰＤ協議会加盟団体、及び建築ＣＰＤ運営会議の構成団体における推奨単位の１／２以上の単位を前年度に取得している証明書の写しを提出する。
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［Ｐ　○／○］








［Ｐ　○／○］








［Ｐ　○／○］











